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納
付
は
じ
め
の
時
期
は･･･

　

65
歳
に
な
っ
た
月
（
誕
生
日
の
前
日
が
属

す
る
月
）
分
か
ら
納
め
ま
す
。

保
険
料
の
額
は･･･

　

平
成
18
年
度
か
ら
20
年
度
ま
で
の
３
年
間

に
つ
い
て
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
費
用

の
総
額
を
見
込
ん
で
決
定
さ
れ
ま
す
。
保
険

料
は
「
表
１
」
の
と
お
り
、
第
４
段
階
を
基

準
に
、
前
年
の
所
得
に
応
じ
て
６
段
階
に
分

か
れ
ま
す
。

税
制
改
正
に
よ
る
影
響
に
配
慮

　

今
回
の
税
制
改
正
で
、
高
齢
者
の
個
人
住

民
税
非
課
税
限
度
額
（
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
１
２
５
万
円
以
下
）
が
廃
止
さ
れ
た
こ

と
等
に
よ
り
所
得
段
階
が
上
が
っ
た
方
に
対

し
て
は
、
保
険
料
が
急
増
し
な
い
よ
う
、「
表

２
」
の
と
お
り
18
年
度
と
19
年
度
は
引
き
下

げ
た
額
と
し
、平
成
20
年
度
が
通
常
の
額（
表

１
の
額
）
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
引
き
下
げ
の
対
象
者
は
、
税
制
改

正
に
伴
っ
て
第
４
段
階
ま
た
は
第
５
段
階
と

な
っ
た
方
で
す
。

介
護
保
険
料
の
納
め
方

　

年
金
か
ら
天
引
き
す
る
特
別
徴
収
と
、
納

付
書
ま
た
は
口
座
振
替
に
よ
り
納
付
す
る
普

通
徴
収
お
よ
び
普
通
徴
収
＋
特
別
徴
収
が
あ

り
ま
す
。

《
特
別
徴
収
の
方
》

　

年
金
額
が
18
万
円
以
上
の
方
は
、
偶
数
月

（
４
月
〜
２
月
の
年
６
回
）
に
支
払
わ
れ
る

年
金
か
ら
、
２
か
月
分
を
天
引
き
で
納
め
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
遺
族
年
金
・
障

害
年
金
の
方
も
対
象
者
と
な
り
ま
す
。

《
普
通
徴
収
の
方
》

　

特
別
徴
収
に
該
当
し
な
い
方
は
、納
期（
６

月
か
ら
１
月
ま
で
毎
月
）
ご
と
に
市
か
ら
送

付
す
る
納
付
書
で
納
め
る
か
、
口
座
振
替
で

の
納
付
と
な
り
ま
す
。
口
座
振
替
に
は
金
融

機
関
で
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

《
普
通
徴
収
＋
特
別
徴
収
の
方
》

　

昭
和
15
年
４
月
２
日
か
ら
16
年
４
月
１
日

に
生
ま
れ
た
方
、
遺
族
年
金
・
障
害
年
金
受

給
者
お
よ
び
17
年
度
中
の
転
入
者
の
う
ち
年

金
受
給
者
は
、
６
月
か
ら
９
月
分
は
納
付
書

に
よ
り
毎
月
納
付
し
、
10
月
以
降
は
10
月
・

12
月
・
２
月
に
年
金
天
引
き
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
今
回
の
改
正
で
特
別
徴
収
の
対
象

者
の
把
握
が
年
複
数
回
と
な
り
ま
す
。
開
始

時
期
は
市
か
ら
送
ら
れ
る
通
知
書
等
で
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

納
付
書
の
送
付

　

納
付
書
は
、６
月
15
日
ご
ろ
郵
送
し
ま
す
。

届
き
ま
し
た
ら
ご
確
認
の
う
え
納
付
に
ご
協

力
く
だ
さ
い
。
特
別
徴
収
と
口
座
振
替
の
方

に
は
、
保
険
料
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ
を
郵

送
し
ま
す
。

納
付
先
と
納
期
限

　

市
役
所
ま
た
は
各
支
所
、
金
融
機
関
、
郵

便
局
で
納
付
で
き
ま
す
。

　

納
期
限
は
、各
月
の
末
日（
12
月
は
25
日
）、

納
期
限
が
休
日
の
場
合
は
翌
営
業
日
で
す
。

納
付
相
談
も
行
い
ま
す

　

保
険
料
を
滞
納
（
１
年
以
上
）
す
る
と
、

給
付
の
一
時
差
し
止
め
や
、
サ
ー
ビ
ス
利
用

時
の
利
用
者
負
担
割
合
の
引
き
上
げ
（
１
割

か
ら
３
割
）
等
を
行
う
場
合
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
災
害
等
で
納
付
が
困
難
な
場
合
は
減

額
や
免
除
が
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

〈
問
い
合
わ
せ
先
〉
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第
１
号
被
保
険
者
（
65
歳
以
上
の
方
）
の
平
成
18
年
度
か
ら
20
年
度
ま
で
の
介
護
保
険
料
が
決

ま
り
ま
し
た
。基
準
額
は
１
か
月
２
、９
５
０
円
で
、所
得
に
応
じ
て
６
段
階
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

　

介
護
保
険
は
、
制
度
の
定
着
に
伴
っ
て
急
速
に
費
用
が
増
大
し
て
お
り
、
３
年
ご
と
に
行
わ
れ

る
見
直
し
の
中
で
今
回
の
保
険
料
が
決
定
し
た
も
の
で
す
。

65
歳
以
上
の
方
の

介
護
保
険
料
が
決
ま
り
ま
し
た

表１　所得段階ごとの保険料額

区 分 対　象　者 保険料率
介護保険料

月額年額

第１段階 生活保護受給者
老齢福祉年金受給者（住民税世帯非課税者）

基準額×0.50 1,475円17,700円

第２段階 住民税世帯非課税者（課税年金収入額 +合計所得金額
　　　　　　　　　　≦80万円）

第３段階 住民税世帯非課税者（課税年金収入額 +合計所得金額
　　　　　　　　　　＞80万円） 基準額×0.75 2,212円26,550円

第４段階 住民税本人非課税者 基準額×1.00 2,950円35,400円

第５段階 住民税本人課税者（合計所得金額＜200万円） 基準額×1.25 3,687円44,250円

第６段階 住民税本人課税者（合計所得金額≧200万円） 基準額×1.50 4,425円53,100円

表２　税制改正で所得段階が変わる方の保険料
（対象者は、平成17年 1月 1日現在65歳以上の方）

税制改正による
 所得段階の変わり方

第１段階
 ⇒ 第４段階第２段階 基準額×0.66 23,364円 基準額×0.83 29,382円

第３段階 ⇒ 第４段階 基準額×0.83 29,382円 基準額×0.91 32,214円

第１段階
 ⇒ 第５段階第２段階 基準額×0.75 26,550円 基準額×1.00 35,400円

第３段階 ⇒ 第５段階 基準額×0.91 32,214円 基準額×1.08 38,232円

第４段階 ⇒ 第５段階 基準額×1.08 38,232円 基準額×1.16 41,064円

保険料率

平成18年度

金額 保険料率 金額

平成19年度

基準額は

月額2,950円


